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1.  平成22年3月期第3四半期の業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 2,643 △15.7 △1 ― 44 △76.4 △48 ―

21年3月期第3四半期 3,134 ― 138 ― 189 ― △103 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △6.01 ―

21年3月期第3四半期 △12.75 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 9,250 7,354 79.5 904.85
21年3月期 9,728 7,365 75.7 913.11

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  7,354百万円 21年3月期  7,365百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00
22年3月期 ― 0.00 ―

22年3月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,100 △28.7 △75 ― △20 ― △120 ― △14.73



4.  その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 9,304,400株 21年3月期  9,292,400株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期 1,176,018株 21年3月期  1,226,018株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 22年3月期第3四半期 8,148,618株 21年3月期第3四半期 8,149,170株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．平成21年５月14日付「平成21年３月期決算短信（非連結）」において発表いたしました通期業績予想を修正いたしました。なお、業績予想の修正内容に 
 つきましては、平成22年１月29日に公表しております「平成22年３月期通期業績予想及び期末配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。 
２．上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、今後
 様々な要因によって上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想数値に関する事項は、添付資料の４ページ【定性的情報・財務諸表等】３． 
 業績予想に関する定性的情報をご覧下さい。 



当第３四半期における我が国の経済は、企業業績は依然低迷、雇用情勢の悪化は止まらず、消費マインドの冷え

込みは深刻さを増しており、引き続き厳しい状況が続いております。また、当社に関連の深い建設業界も、民間設

備投資が回復せず、政権交代により公共工事抑制の動きが顕著になる中、先行きの不透明感が一層強まっておりま

す。 

このような状況下で当社の第３四半期の業績は、売上高２６億４千３百万円（前年同期比15.7%減）、営業損失１

百万円（前年同期１億３千８百万円の営業利益）、経常利益４千４百万円（前年同期比76.4%減）と減収減益となり

ました。 

事業別にみると、主力のスパンクリート事業は、景気減速によるマンションを始めとする建設需要減の影響をま

ともに受け、売上数量が対前年同期比30.5%減少し、売上高は２４億４千４百万円（前年同期比16.8%減）と減収と

なり、一方で原材料価格が高止まりする中、第３四半期以降生産数量が急速に落ち込み（前年同期比38.7%減少）、

予想を超える低稼働水準のため工場の採算が大幅に悪化したこと等から、営業損失１億１千１百万円（前年同期４

千３百万円の営業利益）の赤字計上を余儀なくされました。他方、不動産事業は貸しビル３棟の稼動が好調を持

続、大規模改修の償却負担増を吸収して安定収益を計上しており、売上高１億９千８百万円（前年同期比1.7%

増）、営業利益１億１千３百万円（前年同期比11.3%増）と増収増益となりました。 

四半期純利益につきましては、有価証券の減損処理等の特別損失６千８百万円を計上したこと等により、４千８

百万円の四半期純損失（前年同期１億３百万円の四半期純損失）となりました。 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期末の総資産は、前事業年度末に比べて４億７千８百万円減少して９２億５千万円となりました。 

流動資産は、前事業年度末比２億８千９百万円減少しておりますが、そのうち主な勘定科目は、売上債権が５億

６百万円減少したこと等によるものであります。 

固定資産は、投資有価証券が売却・償還等で１億３千３百万円減少したことを主因に１億８千８百万円減少して

おります。 

負債につきましては、借入金の返済で１億７千５百万円、買入債務の減少で１億６千４百万円の減少等により流

動負債が４億６千４百万円減少し、固定負債は長期未払金の減少等により３百万円減少しております。 

純資産につきましては、株式市況が前事業年度末に比べ好転したことに伴うその他有価証券評価差額金６千３百

万円等が増加したものの、利益剰余金が８千１百万円減少したこと等により前事業年度末比１千万円減少し、７３

億５千４百万円となりました。この結果、自己資本比率は79.5%（前事業年度末75.7％）になっております。 

②キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末比３億９千１百

万円増加して２２億６千５百万円となりました。 

当第３四半期における前事業年度末比各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、増加した資金は４億８千２百万円（前年同期１億７千５百万円の減少）となりました。 

これは主に、減価償却費１億１千３百万円、売上債権の減少５億６百万円、たな卸資産の減少１億３千万円等に

よる資金の増加が、仕入債務の減少１億６千４百万円の支出等による資金の減少を上回ったものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、増加した資金は１億５百万円（前年同期２億７百万円の減少）となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却による収入４億９千１百万円があり、投資有価証券の取得資金３億円等の支出

を上回ったものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、減少した資金は１億９千９百万円（前年同期２億４千９百万円の減少）となりました。 

これは主に、自己株式の処分による収入３千１百万円を、短期借入金の返済１億円、長期借入金の返済７千５百

万円、配当金の支払３千２百万円等による支出が上回ったものであります。 

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報



平成22年３月期の業績予想につきましては、平成21年５月14日公表の業績予想を修正しております。詳細につき

ましては、平成22年１月29日公表の「平成22年３月期通期業績予想及び期末配当予想の修正に関するお知らせ」を

ご参照ください。 

１．簡便な会計処理 

・棚卸資産の評価方法 

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期会計期間末に係る実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

・固定資産の減価償却費の算定方法 

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。 

２．四半期財務諸表の作成に特有の会計処理 

・法人税等の算定方法 

税金費用に関しては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。 

・完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更  

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着

手した工事契約から、当第３四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ております。 

これにより、売上高は１億７千７百万増加し、営業損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ６百万円増加、経

常利益は６百万円減少しております。 

３．業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,979,955 1,587,996

受取手形 739,811 951,894

売掛金 40,819 357,372

完成工事未収入金 28,049 5,947

有価証券 536,782 588,599

商品及び製品 36,481 85,700

仕掛品 1,686 5,245

原材料及び貯蔵品 70,316 68,046

未成工事支出金 48,459 128,140

その他 87,935 81,231

流動資産合計 3,570,298 3,860,176

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,014,036 1,045,707

機械及び装置（純額） 247,908 273,804

土地 3,099,691 3,099,691

その他（純額） 127,520 140,907

有形固定資産合計 4,489,157 4,560,110

無形固定資産 12,418 12,352

投資その他の資産   

投資有価証券 935,301 1,069,166

その他 243,312 227,149

投資その他の資産合計 1,178,614 1,296,316

固定資産合計 5,680,189 5,868,778

資産合計 9,250,488 9,728,955

負債の部   

流動負債   

買掛金 33,502 93,961

工事未払金 57,654 161,295

短期借入金 700,000 800,000

1年内返済予定の長期借入金 － 75,000

未払法人税等 28,658 12,970

その他 263,445 404,098

流動負債合計 1,083,259 1,547,325

固定負債   

その他 812,258 816,160

固定負債合計 812,258 816,160

負債合計 1,895,518 2,363,486



（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,295,896 3,295,893

資本剰余金 3,696,666 3,710,472

利益剰余金 691,086 772,338

自己株式 △296,318 △317,727

株主資本合計 7,387,330 7,460,975

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △110,278 △173,424

土地再評価差額金 77,917 77,917

評価・換算差額等合計 △32,360 △95,506

純資産合計 7,354,969 7,365,468

負債純資産合計 9,250,488 9,728,955



（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 3,134,284 2,643,096

売上原価 2,561,234 2,250,085

売上総利益 573,050 393,011

販売費及び一般管理費 435,038 394,350

営業利益又は営業損失（△） 138,011 △1,339

営業外収益   

受取利息 23,195 19,628

受取配当金 11,006 9,294

投資有価証券売却益 35,080 11,065

その他 18,759 16,074

営業外収益合計 88,041 56,063

営業外費用   

支払利息 8,860 7,860

投資有価証券売却損 5,852 －

投資事業組合運用損 10,241 －

その他 11,410 2,111

営業外費用合計 36,364 9,971

経常利益 189,688 44,752

特別損失   

投資有価証券評価損 247,824 57,279

投資有価証券償還損 － 11,600

固定資産除却損 15,537 －

減損損失 18,036 －

特別損失合計 281,398 68,879

税引前四半期純損失（△） △91,710 △24,127

法人税、住民税及び事業税 12,199 8,100

過年度法人税等 － 16,758

法人税等 12,199 24,858

四半期純損失（△） △103,909 △48,985



（第３四半期会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 1,032,865 662,658

売上原価 859,649 632,965

売上総利益 173,216 29,692

販売費及び一般管理費 151,323 122,415

営業利益又は営業損失（△） 21,892 △92,722

営業外収益   

受取利息 6,361 4,737

受取配当金 3,228 2,379

投資有価証券売却益 6,411 －

その他 3,805 3,655

営業外収益合計 19,807 10,772

営業外費用   

支払利息 2,524 2,442

投資有価証券売却損 257 －

為替差損 4,274 －

事務所移転費用 － 894

その他 3,262 93

営業外費用合計 10,318 3,431

経常利益又は経常損失（△） 31,380 △85,381

特別損失   

投資有価証券評価損 101,822 1,323

固定資産除却損 13,883 －

減損損失 18,036 －

特別損失合計 133,742 1,323

税引前四半期純損失（△） △102,361 △86,704

法人税、住民税及び事業税 8,694 2,700

過年度法人税等 － 16,758

法人税等 8,694 19,458

四半期純損失（△） △111,056 △106,162



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △91,710 △24,127

減価償却費 127,477 113,894

減損損失 18,036 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,149 －

受取利息及び受取配当金 △11,916 △9,911

有価証券利息 △22,286 △19,011

支払利息 8,860 7,860

投資有価証券売却損益（△は益） △29,227 △11,065

為替差損益（△は益） 7,120 △3,129

投資有価証券評価損益（△は益） 247,824 57,279

投資有価証券償還損益（△は益） － 11,600

投資事業組合運用損益（△は益） 10,241 －

固定資産除却損 15,537 83

売上債権の増減額（△は増加） △69,852 506,535

たな卸資産の増減額（△は増加） △98,855 130,187

未成工事受入金の増減額（△は減少） 17,647 △39,314

仕入債務の増減額（△は減少） △45,136 △164,100

引当金の増減額（△は減少） 6,980 －

長期未払金の増減額（△は減少） △87,824 △3,112

その他 △82,717 △85,211

小計 △78,650 468,456

利息及び配当金の受取額 33,431 27,099

利息の支払額 △8,860 △7,860

法人税等の支払額 △121,873 △5,378

営業活動によるキャッシュ・フロー △175,953 482,318

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △691,487 △300,000

投資有価証券の売却による収入 529,990 491,081

有形固定資産の取得による支出 △41,121 △70,664

無形固定資産の取得による支出 △4,601 △3,100

長期貸付けによる支出 － △10,238

その他 △623 △1,662

投資活動によるキャッシュ・フロー △207,844 105,416

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △75,000 △75,000

自己株式の処分による収入 － 31,982

自己株式の取得による支出 △10,994 △24,382

配当金の支払額 △63,766 △32,082

その他 137 6

財務活動によるキャッシュ・フロー △249,623 △199,476

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,120 3,129

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △640,542 391,387

現金及び現金同等物の期首残高 2,332,747 1,873,918

資金の範囲の変更による現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△105,300 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,586,905 2,265,306



 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報
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